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１ シンポジウム 
（１）概要 
 平成 29 年 7 月 1 日（土）、砧総合支所にて、「新しい家族のかたち」をテーマとし、第 9 回せたがや

自治政策研究所主催シンポジウムを開催した。 
 当日は、ライフスタイルや働き方の変化とともに多様化する家族の実態を踏まえ、どのような社会的

課題に直面しているのかについて講演やパネルディスカッションが行われた。20 代から 70 代まで幅広

く、世田谷区に在住・在勤されている方々をはじめ、行政関係者などが来場した。 

第 9回 せたがや自治政策研究所主催シンポジウム プログラム 

あいさつ 

森岡 淸志（せたがや自治政策研究所所長・放送大学教授） 

講演Ⅰ 「IT の利用と子育て」 

石井 クンツ 昌子（お茶の水女子大学基幹研究院人間科学系教授・日本家族社会学会会長） 

講演Ⅱ 「ホームシェアという暮らし方」 

久保田 裕之（日本大学文理学部准教授） 

講演Ⅲ 「ひとりっ子と家族」 

稲葉 昭英（慶應義塾大学文学部教授） 

パネルディスカッション 「新しい家族のかたち」 
パネリスト 
コーディネーター 

石井 クンツ 昌子、稲葉 昭英、久保田 裕之、保坂 展人（世田谷区長） 
吉田 賢一（せたがや自治政策研究所政策形成アドバイザー・ 

株式会社ＪＴＢ総合研究所コンサルティング事業部主席研究員） 

講演者 

石井 クンツ 昌子（お茶の水女子大学基幹研究院人間科学系教授・日本家族社会学会会長） 
専門は家族社会学、ジェンダー社会学等。著書に『「育メン」現象の社会学－育児・子育て参加へ

の希望を叶えるために』（ミネルヴァ書房、2013）、Family violence in Japan :a life course perspective

（共著、Springer 社、2016）他 

久保田 裕之（日本大学文理学部准教授） 
専門は家族社会学、福祉社会学等。著書に『他人と暮らす若者たち』（集英社、2009）、「シェアす

る－共同生活とジェンダー役割」伊藤公雄・牟田和恵編『ジェンダーで学ぶ社会学[全訂新版]』（世

界思想社、2015）他 

稲葉 昭英（慶應義塾大学文学部教授） 
専門は家族社会学、計量社会学等。著書に『日本の家族1999-2009 －全国家族調査「NFRJ」によ

る計量社会学』（共著、東京大学出版会、2016）、「家族の変化と家族問題の新たな動向」『都市社会

研究 Vol.9』（2016）他 
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（２）講演概要の発行 
 シンポジウムの内容を広く知ってもらうことを目的に、平成 29 年 11 月に各講師の講演およびパネル

ディスカッションの内容をまとめ、講演概要として発行し、世田谷区ホームページに掲載している。講

演・パネルディスカッションの要旨は次のとおりである。 

講演Ⅰ「IT の利用と子育て」 
スマートフォンやタブレットの普及に伴い、それらを子育てのツー

ルとして活用するようになっている。例えば、Facebook や LINE な

どの SNS や web サイトを通して子育てに関する情報を収集したり、

子どもと一緒にアプリや知育ソフトを使って遊んだり、子どもをあや

すために動画を見せること等に使うことができる。日本では父親の育

児参加が海外と比較して少ないが、父親がこうした技術やサービス

（ICT）をうまく利用することにより、自らの育児参加を促すことに

効果があると分かっている。今後は進化していく ICT のメリット・

デメリットを吟味して、家族と子どものための有効な活用の仕方を編

み出していく努力が必要不可欠になる。 

講演Ⅱ「ホームシェアという暮らし方」 
 日本の家族モデルは、世代を越えて家が存続する直系家族制から、夫婦を中心とした一代限りの夫婦

家族制に変遷してきた。夫婦家族制では、青年期・高齢期に家族の保護から離れる時期があり、一人暮

らしの場合、共同生活から得ていた様々な利点が得られなくなる。そこで、その脆弱性を解決する可能

性としてホームシェアが注目されている。若者と高齢者が同居するホームシェアは少しずつではあるが、

日本でも広がりを見せている。ホームシェアへのハードルの高さは否定できないが、選択肢の一つとし

て捉えられるようになれば、家族にしか頼れないという考えから脱却できるのではないか。 

講演Ⅲ「ひとりっ子と家族」 
 晩婚化に伴い夫婦一組当たりが産む子どもの数が減っており、ひとりっ子が増えている。きょうだい

ありの場合と比べると、ひとりっ子は高齢者になった時に頼れる人がいない状況に直面するのではない

かと思われるが、ひとりっ子であることが直ちに孤立に直結するわけではない。実はきょうだいの有無

よりも、配偶者の有無の方が遥かに大きな影響を与えることが分かっている。さらに、ひとりっ子が未

婚で高齢期を迎える場合には、配偶者・子ども・きょうだいがいないため、困った時に頼れる親族が限

定されてしまうリスクがあり、影響はより大きい。地域に友人をつくっていくことが重要になってくる。 

パネルディスカッション「新しい家族のかたち」 
 日本の家族においては、男性の家事・育児参加が進んでいない状況や、出産後に退職する女性の比率

の高さなど、あまり変化の見られない伝統性の強い部分がある。しかしその一方で、従来型の家族を形

成できない人が増えている。そうした中で、従来型の家族の形に代わるものが求められている。その手

段として、ホームシェアを始めとした住居のシェアや ICT で繋がるコミュニティなどが考えられかもし

れない。これからは、家族だけで全てを受け止めることは難しい。都市の中でつながりを再構築するた

めのサポートを行うことが行政の果たすべき役割なのではないか。 

講演概要表紙 
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２ 世田谷図書館との共同事業について 

（１）世田谷図書館発！「大人の学び場プロジェクト」について 
世田谷図書館では、平成 29 年度からレファレンスサービスの一環として、「大人の調べ学習」をサポ

ートする事業「大人の学び場プロジェクト」をせたがや自治政策研究所と共同で実施することとなった。

この事業は、世田谷図書館としてはレファレンス機能を向上させる機会とともに、研究所にとっても研

究員のレベルアップを図る場ともなった。 

（２）第１回目のテーマ「家族」 
第１回目は「家族」をテーマとして、昨年度に研究所で実施した「家族に関する研究」の各テーマの

発表とフューチャーセッションをすることとした。合わせて 4 月から家族の研究に関連する図書の展示

や館内アンケートが実施された。テーマに関心を持つ区民にとっての学びのきっかけとしてもらうこと

を通して、図書館レファレンス機能の充実を図った。 

①研究発表

○日 時：平成 29 年 6 月 10 日（土）14:00～16:00
○場 所：世田谷区立世田谷図書館 多目的室

○参加者：11 名
○当日の内容

・図書館アンケート結果の紹介

・研究発表

「家族・結婚・ライフスタイルに関する調査結果概要」（志村順一研究員） 
「家族意識に関する研究－親子関係に見る長男長女の意識－」（小泉輝嘉研究員） 
「伝統的結婚意識と未婚化・晩婚化」（石川裕一研究員） 
「余暇活動の選好性と結婚観」（金澤良太研究員） 
※『せたがや自治政策 Vol.9』平成 28 年度せたがや自治政策研究所 研究・活動報告の内容に

ついて発表 
○参加者意見（終了後のアンケートから）

・普段掘り下げて考えたことのないテーマだったが大変興味深かった。

・頭を使うことは認知予防になり感謝（ちょっと時間が早いので頭を使う）。

・早口。単純な社会学的アンケート分析は面白みに欠ける。

・少子化、晩婚化の世の中でこれから先がどうなっていくのか心配な事が多い。各発表者のまと

めも良かったと思った。 
・30 代と 40 代で「介護」に関心がある割合が倍も違うことなど興味あるテーマが数値でわかっ

た。 
・発表時間が足りないのか、少々早口で聞き取りづらいところがあった。 

②フューチャーセッション

○日 時：平成 29 年 6 月 24 日（土）14:00～16:00
○場 所：世田谷区立世田谷図書館 多目的室
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○参加者：8 名（4 名×2 グループ） 
  ○当日の内容 

・テーマ「ライフスタイルと家族」について 2 グループに分かれてセッションした。図書館アン

ケートで最も関心の高かった「ライフスタイル」をテーマに選んだ。このセッションのねらい

として、｢ライフスタイル｣について参加者がもつイメージや考えをお互いに意見交換すること

で、個人の生き方や個人と家族とのかかわりなどに新たな気づきや共感が得やすくなる。ただ

し何らかの答えを見出すことというより、お互いの意見を尊重しながらセッションを進めるこ

とを主眼とした。 
○参加者意見（終了後のアンケートから） 
・緊張したけど楽しかった。 
・普段、家族について考えていること、不安な面などを言葉にすることができてよかった。 
・個人のライフスタイルについて話し合いをするというのがやや気恥ずかしいが、楽しかった。 
・話し合いが盛り上がってよかった。 
・いろいろな世代のライフスタイルについての話が聞けて、とても有意義だった。 
・少人数がよかった。 
・自由に話ができた。 
・色々なご意見を伺って勉強になった。 

 
（３）第２回のテーマ「世田谷線の今昔」 
第２回目は世田谷図書館からの発案として、世田谷の地域特性という視点から「世田谷線・玉電」を

テーマに研究発表や講演を行うとともに、参加者同士でそれぞれの思い出や意見を交わす場とした。 
①『世田谷線の今昔』発表報告 
○日 時：平成 29 年 11 月 25 日（土）14:00～16:30  
○場 所：世田谷区立世田谷図書館 多目的室  
○参加者：12 名 
○当日の内容 
・研究発表 

  「地域資産としての世田谷線」（石川裕一研究員）・・・スライド参照 
・講演会 

  「玉電の歴史」（大勝庵 玉電と郷土の歴史館 館長 大塚勝利氏） 
・交流会 参加者全員 

○参加者意見  
・楽しいひと時をありがとうございました。（他にも同意見あり） 
・続けていただけるとありがたい。（他にも同意見あり） 
・大塚氏のお話は本当によく理解できた。同じ時代、同じ思い出で生きてきたのだと実感した。 
・研究発表もとても参考になった。 
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（４）共同事業を終えて 
①第１回目の「家族」について

研究発表では平成 28 年度に研究所で実施した研究報告を基に、区民アンケート調査の分析結果

を中心とした発表を行い、続くフューチャーセッションでは「ライフスタイル」というテーマから、

家族観や結婚観、コミュニティなどについて 4 人ずつのグループで意見交換を行った。「家族」や

「ライフスタイル」自体は幅の広いテーマだったが、多世代の参加者がそれぞれの立場で語り合う

上でよいテーマであった。 

②第２回目の「世田谷線の今昔」について

研究発表では、公共交通機関としての機能と歴史的な経緯、沿線エリアの人口や世帯の変遷を中

心に発表した。講演では、講師のお話や当時のスライド写真、貴重なコレクションの紹介があった。

参加者にとっては玉電時代の「世田谷」を再認識し、玉電が生活の一部だった世代同士の連帯意識

が生じる機会となった。 

③今後に向けて

今回の共同事業は、試行錯誤を繰り返しながらの実施となったが、最初のきっかけとして意義が

ある取組みであった。次年度は、今回の内容を発展させ、区民が自ら設定したテーマに基づき図書

館でレファレンスを受けながら自主研究を行い、研究成果の発表を通して、他の参加者と意見交

換・交流ができるような内容での実施を検討している。 
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と
補
完
関
係
。

引
用
：
世
田
谷
区
Ｈ
Ｐ
「世
田
谷
便
利
帳

20
17
（平
成

29
年
）ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
版
」

こ
の
枠
の
中

5

１
．
世
田
谷
線
っ
て
ど
ん
な
路
線
？

○
世
田
谷
線
の
経
緯

・
19

07
年
玉
川
電
気
鉄
道
（
以
下
玉
電
）本
線
開
業

渋
谷
－
玉
川
（
現
在
の
二
子
玉
川
）間
の
運
行
開
始
。
当
初
は
東
京
市
の
都
市
計
画
事
業
に
必
要
な

土
木
・
建
築
工
事
用
の
砂
利
・砂
を
多
摩
川
か
ら
運
搬
す
る
こ
と
が
目
的
で
あ
っ
た
。

・
19

23
年
関
東
大
震
災

震
災
以
降
、
住
宅
地
で
あ
る
世
田
谷
と
タ
ー
ミ
ナ
ル
型
交
通
結
節
点
で
あ
る
渋
谷
と
を
国
道

24
6号
線
を

介
し
て
結
ぶ
通
勤
電
車
と
し
て
の
性
格
が
強
ま
っ
た
。

・
19

25
年
三
軒
茶
屋
－
下
高
井
戸
間
が
開
業

地
元
要
望
で
は
当
初
三
軒
茶
屋
－
上
町
－
陸
軍
自
動
車
隊
（現
在
の
東
京
農
大
）方
面
だ
っ
た
が
、

採
算
性
を
考
慮
し
て
、
京
王
線
の
下
高
井
戸
方
面
へ
の
路
線
を
開
通
し
た
。
そ
の
結
果
、
線
路
は

上
町
で
東
西
か
ら
南
北
へ
大
き
く
曲
が
り
、
現
在
の
Ｌ
字
型
の
路
線
と
な
っ
て
い
る
。

◎
１
世
紀
以
上
前
に
世
田
谷
線
の
前
身
が
始
ま
っ
た
。

6

◎
本
線
が
廃
止
さ
れ
て
も
存
続
し
続
け
た
。

・
19

69
年
玉
電
本
線
が
廃
止

高
度
経
済
成
長
に
よ
る
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
波
に
よ
り
自
家
用
車
や
ト
ラ
ッ
ク
が
急
増
し
、
定
時

運
行
が
困
難
に
な
る
中
、
東
京
一
極
集
中
に
伴
い
、
東
京
西
南
部
で
も
郊
外
の
都
市
開
発
が
進
む

状
況
下
で
、
高
速
か
つ
大
容
量
の
輸
送
サ
ー
ビ
ス
を
確
保
す
る
必
要
性
か
ら
、
路
面
電
車
を
廃
止

す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

・
19

69
年
「
世
田
谷
線
」
の
存
続

当
初
は
本
線
と
と
も
に
廃
止
す
る
案
も
あ
っ
た
そ
う
だ
が
、
線
路
敷
を
す
ぐ
に
道
路
化
す
る
こ
と

は
不
可
能
と
い
う
こ
と
で
、
と
り
あ
え
ず
存
続
さ
せ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

・
19

69
年
代
行
バ
ス
運
行
開
始

東
急
で
は
、
バ
ス
車
両
を

11
6台
購
入
し
て
、
玉
電
本
線
廃
止
の
翌
日
（5
月

11
日
）か
ら
渋
谷

－
二
子
玉
川
園
、
渋
谷
－
上
町
、
渋
谷
－
砧
本
村
間
で
そ
れ
ぞ
れ
増
発
運
行
を
開
始
し
た
。

・
19

77
年
新
玉
川
線
と
し
て
渋
谷
－
二
子
玉
川
が
開
業
（現
在
は
田
園
都
市
線
）

・
20

01
年
世
田
谷
線
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
完
了

・
20

17
年
世
田
谷
線
と
し
て
開
業
以
来

92
年
目
（玉
電
と
し
て
は

11
0周
年
）

１
．
世
田
谷
線
っ
て
ど
ん
な
路
線
？

7

１
．
世
田
谷
線
っ
て
ど
ん
な
路
線
？

旧
車
両
時
の
課
題
と
し
て

①
冷
房
が
な
い

②
昇
降
ス
テ
ッ
プ
が
高
い
（１
段

35
cm
が

2段
あ
っ
た
）

③
扉
の
幅
が

80
～

90
ｃ
ｍ
し
か
な
い

20
01
年
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
対
応

•
床
面
の
高
さ
が
旧
車
両
よ
り

30
ｃ
ｍ
低
い
低
床
式
新
型
車
両
（

30
0系
）を

10
編
成
全
て
に
導
入

（
扉
の
開
口
部
は

12
5ｃ
ｍ
、
冷
暖
房
完
備
）

•
全
駅
ホ
ー
ム
を

40
ｃ
ｍ
か
さ
上
げ
す
る
工
事
を
実
施

⇒
こ
の
結
果
、
路
面
電
車
と
し
て
の
ノ
ス
タ
ル
ジ
ー
感
は
薄
れ
た
が
、
公
共
交

通
機
関
と
し
て
の
使
い
勝
手
は
格
段
に
向
上
し
た
。

◎
20

01
年
に
世
田
谷
線
が
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
さ
れ
た
。

8
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引
用
：
国
土
交
通
省
H
P

「
L
R
T
（
次
世
代
型
路
面
電
車
シ
ス
テ
ム
）
の
導
入
支
援
」
（
平
成
2
9
年
7
月
2
7
日
取
得
）

日
本
全
国
の
路
面
電
車
（
平
成
2
5
年
1
2
月
時
点
）

２
．
路
面
電
車
の
状
況

◎
全
国
の
路
面
電
車
の
運
行
状
況
は
、

17
都
市
、

20
事
業
者
で
、
路
線
延
長
は
約

20
6k

m
（
最
盛
期
の

7分
の
１
）
。

9

引
用
：
国
土
交
通
省
H
P

「
L
R
T
（
次
世
代
型
路
面
電
車
シ
ス
テ
ム
）
の
導
入
支
援
」
（
平
成
2
9
年
7
月
2
7
日
取
得
）

路
面
軌
道
の
推
移
（
平
成
2
5
年
1
2
月
時
点
）

・
日
本
初
の
路
面
電
車
は
、

18
95
（
明
治

28
）
年
に
開
業
し
た
京
都
電
気
鉄
道

・
昭
和

40
年
代
の
急
速
な
モ
ー
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
の
進
展
、
バ
ス
や
地
下
鉄
へ
の
転
換
に
伴
い
、

路
面
電
車
の
廃
止
が
続
い
た
。

２
．
路
面
電
車
の
状
況

◎
最
盛
期
は

19
32
（
昭
和

7）
年
、
全
国

65
都
市
、

82
事
業
者
、
路
線
延
長

14
79

km

10

◎
都
電
の
歴
史

出
典
：
東
京
都
交
通
局

HP
よ
り
加
工

都
電
の
乗
車
人
員
の
推
移
（一
日
平
均
）

・
明
治

44
年
に
東
京
市
が
東
京
鉄
道
株
式
会
社
か
ら
路
面
電
車
事
業
を

買
収
し
、
東
京
市
電
気
局
と
し
て
開
局

・
最
盛
期
は
昭
和

18
年
度

41
系
統
一
日
平
均
乗
降
数

19
3万
人

・
昭
和

42
年
か
ら
昭
和

47
年
に
か
け
て

18
1k

m
の
路
線
が
廃
止

・
現
在
は
、
路
線
の
大
部
分
が
専
用
軌
道
で
、
代
替
バ
ス
を
運
行
で
き
る

道
路
が
な
く
、
沿
線
住
民
か
ら
強
い
存
続
要
望
の
あ
っ
た
「
荒
川
線
」

（
三
ノ
輪
橋
～
早
稲
田
）の
み
運
行

・
営
業
キ
ロ
は

12
.2

km
一
日

4万
6千
人

２
．
路
面
電
車
の
状
況 11

○
世
田
谷
線
利
用
者
に
つ
い
て

世
田
谷
線
の
利
用
者
は
概
ね
以
下
の
パ
タ
ー
ン
が
考
え
ら
れ
る

①
沿
線
住
民
が
他
の
沿
線
に
向
か
う
通
勤
、
通
学
者

②
他
の
沿
線
か
ら
世
田
谷
沿
線
へ
の
通
勤
、
通
学
者

③
沿
線
施
設
の
利
用
者

④
沿
線
イ
ベ
ン
ト
の
参
加
者

⑤
沿
線
散
策
ま
た
は
乗
車
自
体
を
目
的
と
し
た
利
用
者

・
運
行
列
車
が
各
駅
停
車
の
み
で
、
最
高
速
度

40
キ
ロ
の
交
通
機
関
だ
と
、
通
過
交
通

機
関
と
し
て
の
利
用
は
少
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

（
例
：
通
勤
・
通
学
ル
ー
ト
と
し
て
、
京
王
沿
線
か
ら
世
田
谷
線
を
経
由
し
て
渋
谷

方
面
や
二
子
玉
川
方
面
に
向
か
う
の
は
時
間
が
か
か
る
）

３
．
沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
と
人
口

◎
世
田
谷
線
の
利
用
者
は
ど
の
よ
う
な
人
か
？

【
環
七
若
林
踏
切
】

12
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３
．
沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
と
人
口

○
沿
線
エ
リ
ア
の
人
口
推
移

沿
線
エ
リ
ア
に
あ
る
町
丁
目
の
年
代
別
の
人
口
推
移
を
み
る
こ
と
で
、
沿
線
エ
リ

ア
の
人
口
構
成
の
変
化
を
確
認
す
る
。

●
留
意
点

・
沿
線
エ
リ
ア
に
つ
い
て

三
軒
茶
屋
か
ら
下
高
井
戸
ま
で
の
各
駅
の
周
辺
お
よ
そ
半
径

50
0ｍ
以
内
と
す
る
。

・
利
用
駅
が
重
複
し
そ
う
な
町
丁
目
は
い
ず
れ
か
の
駅
に
寄
せ
る
。

・
三
軒
茶
屋
駅
は
駅
舎
の
あ
る
太
子
堂
四
丁
目
よ
り
西
側
に
限
定
す
る
。

◎
世
田
谷
線
の
沿
線
人
口
は
ど
う
な
っ
て
い
る
？

13

３
．
沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
と
人
口

世
田
谷
線
沿
線
エ
リ
ア
図

・
青
色
の
線
が
世
田
谷
線

・
黒
色
の
枠
線
内
を
沿
線

エ
リ
ア
と
し
た

（
全
２
３
丁
目
）

出
典
：
世
田
谷
区
Ｈ
Ｐ
「せ
た
が
や
便
利
帳

20
17
」
の
地
図
情
報
」を
加
工

◎
世
田
谷
線
の
沿
線
エ
リ
ア
を
設
定
し
て
み
た
。

14

３
．
沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
と
人
口

最
寄
駅

町
丁
目

世
帯
数

人
口
総
数

三
軒
茶
屋

太
子
堂
４
丁
目

1,
95

8 
2,

84
9 

太
子
堂
５
丁
目

2,
32

0 
3,

94
6 

西
太
子
堂

若
林
１
丁
目

2,
61

9 
4,

30
5 

若
林
２
丁
目

1,
99

3 
3,

63
0 

若
林

若
林
３
丁
目

2,
03

0 
3,

31
3 

若
林
５
丁
目

1,
89

6 
3,

47
1 

松
陰
神
社
前

若
林
４
丁
目

2,
40

3 
4,

22
9 

世
田
谷
４
丁
目

1,
81

6 
3,

14
9 

世
田
谷

世
田
谷
１
丁
目

3,
41

5 
5,

96
4 

世
田
谷
３
丁
目

1,
90

5 
3,

29
2 

上
町

世
田
谷
２
丁
目

1,
80

8 
3,

33
4 

桜
１
丁
目

2,
21

5 
4,

56
1 

宮
の
坂

宮
坂
１
丁
目

2,
16

8 
3,

92
2 

豪
徳
寺
２
丁
目

1,
27

1 
2,

38
6 

山
下

宮
坂
２
丁
目

1,
86

3 
3,

10
9 

豪
徳
寺
１
丁
目

2,
43

5 
4,

05
0 

赤
堤
１
丁
目

2,
34

5 
4,

57
5 

松
原

松
原
４
丁
目

1,
72

7 
3,

42
2 

赤
堤
２
丁
目

1,
96

8 
3,

65
3 

赤
堤
３
丁
目

1,
80

8 
3,

73
5 

下
高
井
戸

松
原
３
丁
目

3,
01

1 
5,

07
4 

赤
堤
４
丁
目

2,
26

5 
3,

88
8 

赤
堤
５
丁
目

2,
11

4 
3,

69
5 

合
計

49
,3

53
 

87
,5

52
 

出
典
：
世
田
谷
区
統
計
書
平
成

28
年
人
口
編
か
ら
加
工

平
成

29
年

1月
1日

住
民
基
本
台
帳
人
口

◎
平
成

29
年

1月
時
点
で
沿
線
の
世
帯
数
は
約

50
,0

00
世
帯
、
沿
線
人
口
は
約

88
,0

00
人
で
あ
る
。

15

３
．
沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
と
人
口

32
,0

62
 

37
,5

31
 

41
,3

05
 

41
,8

66
 

45
,9

32
 

49
,3

53
 

88
,9

63
 

88
,1

51
 

87
,0

64
 

81
,3

54
 

82
,7

54
 

87
,5

52
 

0
10

,0
00

20
,0

00
30

,0
00

40
,0

00
50

,0
00

60
,0

00
7 0

,0
00

80
,0

00
90

,0
00

1 0
0,

00
0

19
67
年

19
77
年

19
87
年

19
97
年

20
07
年

20
17
年

沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
数
と
人
口
数
の
推
移

世
帯
数

人
口
数

出
典
：
世
田
谷
区
統
計
書
平
成

28
年
人
口
編
か
ら
加
工

◎
50
年
前
と
比
べ
て
、
世
帯
数
は
増
加
し
、
人
口
は
一
旦
減
少
し
て
再
び
増
加
し
て
い
る

16
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３
．
沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
と
人
口

◎
こ
の

40
年
で
核
家
族
世
帯
よ
り
単
身
世
帯
が
増
加
し
て
い
る
。

0

50
00

10
00

0

15
00

0

20
00

0

25
00

0

30
00

0

19
75
年

20
15
年

世
帯
の
推
移

単
身
世
帯

核
家
族
世
帯

出
典
：
昭
和

50
年
国
勢
調
査
報
告
書
お
よ
び
平
成

27
年
国
勢
調
査
結
果
を
加
工

・
核
家
族
世
帯
は
夫
婦
の
み
世
帯
、
夫
婦
と
子
の
世
帯
、
一
人
親
世
帯
の
合
計

17

３
．
沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
と
人
口

0
5,

00
0

10
,0

00
15

,0
00

20
,0

00
25

,0
00

0～9歳

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90歳以上

19
67
年

0
5,

00
0

10
,0

00
15

,0
00

20
,0

00
25

,0
00

0～9歳

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90歳以上

19
77
年

0
5,

00
0

10
,0

00
15

,0
00

20
,0

00
25

,0
00

0～9歳

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90歳以上

19
87
年

0

5,
00

0

10
,0

00

15
,0

00

20
,0

00

25
,0

00

0～9歳

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90歳以上

19
97
年

0

5,
00

0

10
,0

00

15
,0

00

20
,0

00

25
,0

00

0～9歳

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90歳以上

20
07
年

0

5,
00

0

10
,0

00

15
,0

00

20
,0

00

25
,0

00

0～9歳

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

90歳以上

20
17
年

沿
線
エ
リ
ア
の
年
代
別
人
口
数
の
年
次
推
移

出
典
：
世
田
谷
区
統
計
書
昭
和

36
年
～
平
成

28
年
人
口
編
か
ら
加
工

◎
50
年
前
は

20
代
が
最
も
多
か
っ
た
が
、

10
年
前
か
ら

30
代
が
最
も
多
く
な
っ
て
い
る
。

18

３
．
沿
線
エ
リ
ア
の
世
帯
と
人
口

◎
定
期
利
用
者
が
定
期
外
利
用
者
を
逆
転
し
て
、
そ
の
後
、
順
調
に
増
え
て
い
る
。

40
,0

00

45
,0

00

50
,0

00

55
,0

00

60
,0

00

65
,0

00

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

定
期
外
・
定
期
利
用
者
の
推
移

定
期
（
人
）

定
期
外
（
人
）

出
典
：
東
急
電
鉄
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「

20
06
～

20
16
年
度
乗
降
人
員
」
（
平
成
2
9
年
6
月
1
9
日
取
得
）
を
加
工

19

◎
こ
こ
ま
で
の
ま
と
め

１
．
公
共
交
通
機
関
と
し
て
の
役
割

運
行
本
数
の
多
さ
、
定
時
性
、
他
の
路
線
と
の
結
節
な
ど
総
合
的
に
利
便
性
が
高
い
。

２
．
バ
リ
ア
フ
リ
ー
な
存
在

高
齢
者
や
乳
幼
児
連
れ
の
親
な
ど
移
動
困
難
な
人
々
に
と
っ
て
も
使
い
勝
手
が
よ
い
。

３
．
軌
道
事
業
と
し
て
の
希
少
性

全
国
に
残
る
数
少
な
い
軌
道
事
業
で
、
都
内
に
も
２
つ
し
か
な
い
存
在
と
し
て
希
少
性
が
高
い
。

４
．
増
加
傾
向
に
あ
る
定
期
利
用
者

通
勤
や
通
学
な
ど
で
確
実
に
利
用
す
る
固
定
客
が
沿
線
エ
リ
ア
内
に
増
え
て
い
る
。

⇒
利
用
者
に
と
っ
て
は
欠
か
せ
な
い
足
で
あ
る
こ
と
は
間
違
い
な
い
。

そ
れ
で
は
、
地
域
の
資
産
と
し
て
は
ど
う
か
。

20
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４
．
地
域
共
有
の
資
産
と
し
て

①
沿
線
施
設
の
申
請
・
相
談
窓
口
に
行
く
。

・
世
田
谷
区
役
所
（
最
寄
駅
：松
蔭
神
社
前
ま
た
は
世
田
谷
）

・
東
京
法
務
局
世
田
谷
出
張
所
（
最
寄
駅
：
松
陰
神
社
前
）

・
世
田
谷
税
務
署
（
最
寄
駅
：
松
陰
神
社
前
）

・
世
田
谷
都
税
事
務
所
（
最
寄
駅
：
松
陰
神
社
前
）

②
催
し
物
に
参
加
す
る
。

・
世
田
谷
区
民
会
館
ホ
ー
ル
（
最
寄
駅
：松
蔭
神
社
前
ま
た
は
世
田
谷
）

③
沿
線
施
設
で
学
ぶ
。

・
国
士
舘
大
学
世
田
谷
キ
ャ
ン
パ
ス
（
最
寄
駅
：松
蔭
神
社
前
）

・
東
京
医
療
保
健
大
学
世
田
谷
キ
ャ
ン
パ
ス
（
最
寄
駅
：世
田
谷
ま
た
は
上
町
）

・
鷗
友
学
園
女
子
中
学
校
、
鷗
友
学
園
女
子
高
等
学
校
（最
寄
駅
：宮
の
坂
）

◎
沿
線
施
設
の
申
請
・
相
談
窓
口
に
行
く
。
催
し
物
に
参
加
す
る
。
沿
線
施
設
で
学
ぶ
。

21

４
．
地
域
共
有
の
資
産
と
し
て

①
沿
線
に
あ
る
歴
史
・
文
化
に
触
れ
る
。

・
豪
徳
寺
（
最
寄
駅
：宮
の
坂
）

・
世
田
谷
八
幡
宮
（
最
寄
駅
：宮
の
坂
）

・
松
蔭
神
社
（
最
寄
駅
：
松
蔭
神
社
前
）

・
世
田
谷
代
官
屋
敷
（最
寄
駅
：
上
町
）

・
世
田
谷
城
址
公
園
（最
寄
駅
：
宮
の
坂
）

・
世
田
谷
区
立
郷
土
資
料
館
（最
寄
駅
：
上
町
）

②
沿
線
イ
ベ
ン
ト
で
人
々
が
集
う
。

・
世
田
谷
ボ
ロ
市
（
最
寄
駅
：
上
町
ま
た
は
世
田
谷
）

・
萩
・
世
田
谷
幕
末
維
新
祭
り
（
最
寄
駅
：松
蔭
神
社
前
）

◎
沿
線
に
あ
る
歴
史
・
文
化
に
触
れ
る
。
沿
線
イ
ベ
ン
ト
で
人
々
が
集
う
。

【
豪
徳
寺
】

【
世
田
谷
代
官
屋
敷
】

【
世
田
谷
ボ
ロ
市
】

22

４
．
地
域
共
有
の
資
産
と
し
て

ほ
っ
と
や
す
ら
ぐ
世
田
谷
線
界
隈

の
情
景

位
置
図
：

●
地
域
風
景
資
産
の
特
徴
：

前
身
の
玉
電
か
ら
数
え
る
と
、

20
07

 年
で

10
0 
歳
。
現
在
も

親
し
ま
れ
て
い
る
世
田
谷
線
と
そ
の
界
隈
か
ら
は
、
人
の
行

き
交
う
声
が
す
る
。
そ
ん
な
あ
た
た
か
な
心
か
よ
う
風
景
が

こ
こ
に
あ
る
。

●
地
域
風
景
資
産
の
背
景
等
：

玉
電
（
玉
川
電
気
鉄
道
）
の
時
代
か
ら
数
え
て
百
年
あ
ま
り
。
区
民
の
身
近

な
交
通
手
段
と
し
て
親
し
ま
れ
て
い
る
世
田
谷
線
の
、
三
軒
茶
屋
か
ら
下
高

井
戸
の
線
路
と
駅
舎
が
選
ば
れ
た
。
す
で
に
商
店
街
・
東
急
電
鉄
・
地
元
住

民
な
ど
と
の
協
力
の
も
と
、
世
田
谷
線
の
魅
力
発
信
・
商
店
街
の
振
興
・
沿

線
の
環
境
向
上
等
の
様
々
な
テ
ー
マ
の
風
景
づ
く
り
活
動
を
力
強
く
展
開
し

て
お
り
、
こ
れ
を
評
価
し
た
。
今
後
も
世
田
谷
線
沿
線
の
個
性
あ
る
風
景
づ
く

り
の
取
り
組
み
が
期
待
さ
れ
る
。

出
典
：
世
田
谷
区
Ｈ
Ｐ
「
地
域
風
景
資
産
」
よ
り
抜
粋

◎
10
年
前
に
世
田
谷
線
が
区
の
地
域
風
景
資
産
に
選
定
さ
れ
て
い
た
。

23

•
日
々
の
安
全
運
行
を
支
え
る
事
業
者
と
、
地
域
に
暮
ら
す
多
く
の
人
々
の
利
用
に
よ
っ
て
育
ま

れ
て
き
た
公
共
交
通
機
関
と
し
て
無
二
の
存
在

•
施
設
や
イ
ベ
ン
ト
な
ど
沿
線
エ
リ
ア
以
外
か
ら
来
る
人
も
含
め
て
、
人
と
人
と
の
つ
な
が
り
を
支

え
て
き
た
存
在

•
１
０
０
年
の
時
を
経
て
、
時
代
の
移
り
変
わ
り
と
と
も
に
、
そ
の
時
代
ご
と
の
地
域
風
景
に
溶
け
込

ん
だ
存
在

⇒
こ
れ
は
ま
さ
に
、
人
々
の
心
に
残
り
続
け
る
地
域
の
共
有
資
産
で
あ
り
、

世
田
谷
の
誇
り
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

◎
世
田
谷
区
民
の
地
域
資
産
と
し
て

本
日
の
ま
と
め

24
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３ 政策研究塾 

（１）政策研究塾の概要 

政策研究塾は、せたがや自治政策研究所の研究員の政策形成能力の向上を図ることを目的として平成

19 年度より実施している。これまで主に行政の視点から捉えていた事柄を、様々な分野の講師を招き、
幅広い視野・視点から捉え直す機会とし、ディスカッションやグループワークなどの実践的な手法を通

じて、研究員の育成を行っている。 

これまでの政策研究塾テーマ（平成 19～29 年度） 

平成 29年度の政策研究塾は、「100万人都市世田谷の自治体経営を考える」、「非正規シングル女性の
貧困」の 2つのテーマを実施した。 

（２）平成 29 年度テーマ①「100 万人都市世田谷の自治体経営を考える」 

政策研究・調査課にて実施した世田谷区将来人口推計（H29.7）では約 10 年に人口 100 万人を突破
する推計結果が示された。100万人都市へと変化するのに伴い予想される論点や課題についての具体的
なイメージを持つため、外部有識者を交え研究員によるディスカッションを行った。なお、議論のまと

めについては、本誌に研究報告「100万人都市世田谷の自治体経営を考える」を掲載しているので、ご
参照いただきたい。 
開催日：8/17、9/4、10/10、10/30 計 4回 
講 師：大塚敬 氏（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社自治体経営改革室長） 

年度 テーマ 開催回数 

19年度 分権時代の区政のあり方と今後の展開 全 6回 

20年度 地域における「知識」の創造・「地縁」の発展・「智慧」の融合 全 5回 

21年度 ソーシャルビジネス 全 3回 

22年度 大学連携 全 3回 

23年度 超高齢社会を乗り越える 全 2回 

24年度 未実施 ― 

25年度 都区制度改革 全 3回 

26年度 世田谷区におけるオープンデータ利活用の今後の方向性 全 2回 

27年度 人口減少社会を考える 全 2回 

28年度 未実施 ― 

29年度 
100万人都市世田谷の自治体経営を考える 全 4回 

非正規シングル女性の貧困 全 2回 

― 170 ―



（３）平成 29 年度テーマ②「非正規シングル女性の貧困」 

平成 29 年度政策研究塾は、研究所の研究テーマと関連する「非正規シングル女性の貧困」をテーマ
として実施した。非正規（不本意）の若年女性、特に貧困リスクの高い 20～30 代の若年単身女性の実
態と課題を明らかにするともに、中長期的な視点から、本人や本人を取り巻く環境、社会、基礎自治体

がなすべきことについて今後の方向性を示すことを目的とし、横浜国立大学大学院都市イノベーション

研究院教授の江原由美子氏を講師に迎え、講師による講義及び講師との意見交換を行った。 

【講師・日程・プログラム内容】 

開催日：8/31、9/15 計 2回 
講 師：江原由美子氏（横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授） 

【第 1回政策研究塾】2017 年 8 月 31 日実施 

１）講師による講義「非正規シングル女性貧困問題の社会問題化抑制はなぜ生じたのか？」 

以下の 4点について講師より講義をいただいた。 
①「増える非正規シングル女性」…非正規労働者の約 7割は女性で、働く女性の 55.9％が非正規労働
者である。単身女性の非正規労働者数は 2002 年から 2014 年にかけて 3 倍に増えており、単身女
性の 3分の 1が年収 114万円未満の貧困状態にある。 

②「なぜ女性の貧困はみえにくいのか」…「家計の担い手」である男性の非正規化は問題化されるが、

女性は「安定した労働者ではありえず、またその必要もない」という考え方＝「性別役割分業観」

が、女性の貧困をみえにくくしている。 
③「なぜ若年女性の貧困はみえにくいのか」…特に若年女性は、個人のライフスタイルの選択や親、

配偶者による扶養の問題にされ、貧困がみえにくい傾向がある。実際は非正規化、未婚化の進行、

離別者の増加、扶養できる家族の不在により、労働や家族に包摂されない女性が増加している。

開催回 テーマ 

第 1回 
（8/31） 

（１）講義「非正規シングル女性貧困問題の社会問題化抑制はなぜ生じたのか？」 
（２）ディスカッション 
テーマ「家族の変容と女性の労働」 
①このまま貧困化リスクの高い若年女性（20～30 代）の非正規雇用が社会問

題化されることがない場合、今後中長期的に本人や社会にとってどのような

ことが課題となるか。

②非正規の若年女性が貧困リスクを抱える中で、若年女性の自立の阻害要因と

なる社会状況を改善・補完するために、本人や本人を取り巻く環境（家族、

雇用者など）が成すべきことはなにか。（その策を実施したら何が変わるの

かも含めて）

第 2回 
（9/15） 

（１） ディスカッション 
テーマ「女性の自立と基礎自治体の役割」 
①地域社会（民間の支援機関、企業、ＮＰＯ、大学・研究機関等。行政を除く）

で非正規シングル女性（20～30 代）の問題を意識化し、社会的な問題とし

て共有していくためには、どのようなことが課題となるか。

②ディスカッション①で議論した課題を解決するために、基礎自治体は地域社

会の中でどのような役割を担っていくことがのぞましいか。
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④「なぜ若年女性の貧困は社会問題化されなかったのか」…「若年女性の貧困」は客観的事象（誰で

もわかるデータ）から直ちに社会問題化されるのではなく、客観的事象を社会問題として申し立て

る＝「クレーム申し立て」があってはじめて社会問題化される。クレーム申し立てを行う人がいな

ければ社会問題にならない。若年女性の貧困化を社会問題化しにくい２つの言説、「女性労働の家

族依存モデル」と「女性の経済的自立モデル＝男女共同参画の政策」が対立している。いずれも「個

人のライフスタイルの選択」「あるべき女性の生き方」に関わる問題だとされ、「性別役割分業観」

が働き方や労働条件を規定しているという社会構造上の問題として認識されていないことが問題。 

講義の最後に、講師より「性別役割分業観」が非正規労働者の労働条件（低賃金、社会保険がない、

不安定雇用等）、短時間労働者を差別する雇用制度を規定しているという認識を共有する必要がある、

との総括を行った。 

２）ディスカッション① 

ディスカッション①では、このまま貧困化リスクの高い若年女性（20～30 代）の非正規雇用が社会

問題化されることがない場合、中長期的に本人や社会にとってどのようなことが課題となるか、につい

て議論した。 
まず、「本人にとっての中長期的な課題」では、職能訓練や研修の機会がない（キャリア形成、キャ

リアアップが図れない）ため正規雇用に転換したいと思っても難しいという意見があった。キャリアが

積めずに充分な能力が身に付かず、正規雇用に転換したいと思っても、年齢が高くなればなるほど非正

規雇用の女性が正規雇用に転換できる割合は低いという現状がある。このことに関連して、長時間労働

やダブルワークにならざるをえないという意見に対しては、低賃金・不安定雇用であることからダブル

ワークにならざるをえず、自分の時間が持てないのでキャリアアップについて勉強する時間も持てない

のではないか、という声もあった。 
 特に、議論の中で、非正規シングル女性が職場や家族、地域から孤立し、本意非正規女性と問題意識

を共有できない」ことが重要な問題なのではないか、との指摘があった。非正規シングル女性は、本意

非正規の女性と同じ労働条件であるにも関わらず、家族的条件でニーズが異なっているため、連帯感が

持ちにくく、問題意識が共有できない。また非正規雇用の男性とも共感し合う事ができない。問題意識

を共有できないので、非正規女性同士が連帯し、自らが発信できないことが社会問題化を妨げていると

いうことである。 
その他、「結婚市場からの排除のおそれ」、「非正規の長期化による意欲の低下」、「社会保障制度から

の排除（介護休暇、育児休暇など）、失職リスク、健康不安」、「家族関係の悪化」などの意見が挙げら

れた。 
 次に「社会にとっての中長期的な課題、不利益」として、人材不足、将来的な人的資源の損失につな

がるのではないか、という意見が挙げられた。能力、意欲のある女性が多いなかで、本人たちの能力を

伸ばせないことが、将来的に貴重な人材が職業から退出せざるをえないような状況を作りだす。 
 特に、「生活保護費（行政コスト）の拡大」では、非正規シングルの女性の生活の実態を把握し、中

高年期になって未婚のまま貧困に陥ってしまった女性に対し、就労指導などの策も打つことができず、

結果的に生活保護になってしまうリスクがあるのではないか、という意見があった。非正規シングル若

年女性が中高年期になった場合に出てくる問題と、現時点で貧困状態にある非正規シングル女性との問

題を分けて考える必要があるのではないか、という指摘もあった。 
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 その他、「行政サービスの恩恵を受けにくい」、「労働環境が整備されなければ、外国人労働者に労働

市場として選択されない環境となる恐れ」「地域への定住性、愛着の低下」などの意見が挙げられた。 

３）ディスカッション② 

 次にディスカッション②では、非正規の若年女性が貧困リスクを抱える中で、若年女性の自立の阻害

要因となる社会状況を改善・補完するために、本人や本人を取り巻く環境（家族、雇用者など）が成す

べきことはなにか。（その策を実施したら何が変わるのかも含めて）議論した。 
 まず「本人がなすべきこと」では、自尊感情・自己肯定感を高めること、つまり、非正規シングル女

性は自信を喪失している人が多いので、自分の問題が一定の社会変動の中で当然のように起きていると

いうことを認識し、自尊感情や自己肯定感を高める必要があるのではないかという意見が挙げられた。 
議論の中で、特に、同じ立場の仲間と協働し、「生きやすい社会」がどのような社会かを発信してい

くことが必要との意見があった。自分たちが生きやすい社会にするためには、自己主張＝「クレーム申

し立て」が必要であり、自己主張しなければ、周りも支援することができない。「専業主婦とは違う、

共働き主婦とも違う」など、自己主張していくことによって問題解決が可能となる。非正規シングル女

性を「多様な女性」に含めてもらう必要があるのではないか、という指摘があった。 
次に「本人を取り巻く環境（雇用者やメディア）がなすべきこと」では、非正規雇用者に対するプラ

スのイメージづくり、たとえば雇用者側も非正規シングル女性の自己肯定感や自尊感情を高めることな

ど、問題を意識化すべきである。また、多様な女性の存在、女性の多様な生き方を認める。社会、メデ

ィアも含めて、多様な女性、多様な生き方が一般化されてくると、風通しが良くなり、すべての女性が

生きやすくなるのではないか、という意見が挙げられた。 
その他、「非正規雇用者に対するメンタルケア」、「企業やメディアが『人材』の重要性に対する共通

認識を持つ必要がある」など、不利益が生じない公正な社会をめざしていくべきであるという結論に至

った。 
最後に「家族（親）がなすべきこと」では、社会状況や経済状況に対する正しい認識をもつことが必

要であり、親は、当事者として集まるということではなく、「今は社会の変動期だ」ということを認識

するためにも、地域社会と繋がることが必要なのではないか、という意見があった。その他、「相談相

手や精神的なケア、各種支援など」が挙げられた。 

写真 第 1回政策研究塾のようす 
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【第 2回政策研究塾】2017 年 9 月 15 日実施 

１）ディスカッション①「地域社会の役割」 

ディスカッション①では、地域社会（民間の支援機関、企業、ＮＰＯ、大学・研究機関等で行政は除

く）で非正規シングル女性（20～30 代）の問題を意識化し、社会的な問題として共有していくために

は、どのようなことが課題となるかについて議論した。 
 まず「地域社会で問題を共有する場合の課題」では、当事者間（雇用する側と雇用される側）の意識

のズレがある、つまり、雇用者側と雇われる側のミスマッチが生じており、単なる個人の生き方の問題

として受け取られているのではないか、雇用者側が非正規シングル女性のことを理解できていないので

はないか、という意見が挙げられた。 
議論の中で、特に非正規シングル女性の立場や生き方が社会的に共有されにくいのではないか、とい

う意見があった。社会的なイメージの形成ができていないことが、本人の将来的な不安の原因に繋がる。

社会に想定外のライフスタイルに対する予期や問題関心が無い。人生には想定外のライフスタイルとい

うことがありえるということを認識しなければならないし、考える機会をもつ必要があるのではないか、

という指摘があった。 
その他、「住宅確保困難者の対象として認識されていない可能性がある」、「社会政策、労働政策にお

いて、非正規シングル女性を対象とした政策がない」などの課題が挙げられた。 
次に、「課題を解決するために地域社会がなすべきこと」について議論を行った。そこでは、産業関

係団体に働きかけて、女性雇用に積極的な企業を紹介してもらうなど、地元商店街や中小企業を対象と

した仕事のマッチング機会を増やすことや、空き店舗の活用ほか非正規シングル女性の居場所づくりを

行う支援機関による『場づくり』が必要なのではないか、という意見が挙げられた。 
その他、「町会・自治体を超えた『地域づくり』」、「早期からのライフデザイン教育」「大学・支援機

関との共同研究による実態把握や大規模調査」などが挙げられた。 

２）ディスカッション②「基礎自治体が問題を共有化するにあたっての課題、なすべきこと」 

 最後にディスカッション②では、「基礎自治体が問題を共有化するにあたっての課題、なすべきこと」

である。まず行政組織としての課題として、そもそも非正規シングル女性に対する認識がない、課題に

すらならないとの意見が挙げられた。結婚の仕方、家族のありよう、働き方もこんなに変化しており、

多様な人びとがおり、その人たちがなんとかなるような社会を作っていかなければならない、という認

識が必要であるという指摘もあった。 
特に「縦割り行政の弊害（国―省庁、区―部）」という議論の中では、問題が複合的だと対応できな

い、非正規問題というと雇用、若年問題だと子ども・若者、男女格差というと男女共同参画、それぞれ

の担当の問題から、非正規シングル女性が狭間に落ちてしまっており、主に問題を担当しようとする部

署がない、という意見が挙げられた。 

 その他「企業や区民に対する意識啓発の仕組みやノウハウがない」、「申請主義」、「コーディネート力

が弱い」、複合的、多様的な悩みを抱えている人に対する「総合相談窓口がない」、「町会・自治体を超

えた地域づくりが困難」、「継続的・安定的にパートナーとなってもらえる支援機関を得られていない」

などの指摘もあった。 
 そのために「基礎自治体がなすべきこと」として、まず非正規雇用の若年女性の課題を社会問題化す

るため、せたがや自治政策研究所からの情報発信を行う、国や都に対する主張・働きかけを行っていく

ことが必要であるという意見のほか、女性自身が想定外のライフデザインについて学ぶため、早期から
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ライフデザイン教育をすべきとの意見や、非正規雇用の女性の問題を地域で共有するため、企業、区民

に対する意識啓発や、非正規シングル女性本人からの発信の機会の必要性についても意見があった。そ

して、このような問題認識から、若年女性に対する政策化を実現するためには、政策形成の場への女性

参画が必要なのではないか、という結論に至った。 
 最後に今後めざすべき社会として、「男女、正規・非正規問わず能力が正当に評価される社会」、「多

様な生き方が認められる社会」、「やり直しがきく社会→固定化された階層の流動化」であるとの総括を

行った。 

写真 第 2回政策研究塾のようす 

【論点整理】第 1回、第 2回を通して 

〔目標〕 
・男女、正規・非正規問わず能力が正当に評価される社会 

・多様な生き方が認められる社会 

・やり直しがきく社会→固定化された階層の流動化 

〔視点１〕困難を有する非正規シングル女性の支援 
課題：複合的・総合的な問題に対する縦割り行政の弊害、継続的・安定的に関わる支援機関がない。 

〔施策１〕複合的・総合的な課題を抱える非正規シングル女性を対象とした包括的支援 
（取り組み例） 
①初期相談の総合窓口化（相談のハードルを下げる）

・非正規シングル女性の問題のように、複数の部に関係する横断的課題に対応するため、課題の種別

に関わらず総合的な相談を初期段階で受け付ける「総合相談窓口」を設け、適切な関係機関につな

ぐ。 
・電話相談や夜間休日の窓口を設ける。 
Ex.国の仕組みとして、「子ども・若者総合相談センター」に総合相談窓口機能を設けることと規定し
ているが、世田谷区の「世田谷若者総合支援センター」は、総合相談窓口機能を持たない。 

→専門的人材の確保（キャリアコンサルタント、産業コーディネーター、採用業務経験者、ハローワ
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ークＯＢ等）が必要。 
②安定的・継続的な包括的支援体制の確立

・初期相談対応後、継続的・包括的支援が必要な女性に対しては、生活困窮者と同様、それぞれの状

況に応じて相談支援、就労支援、多様な就労機会の提供、居住確保支援等を行う。 
・相談内容によって主となる支援機関を定め、必要に応じて調整機関（区の場合は「若者総合支援セ

ンター」を想定）を通じて協議会（個別ケース検討会議）の場で提案するなどして他の関係機関と

連携して対応し、支援方針を決定する。（「子ども・若者育成地域協議会設置・運営方針」より） 
・キャリア形成支援にあたっては、ステップアップの手法を整理し、職能訓練や資格取得、スキルア

ップなど、具体的に正規職員への転換に結び付けるための安定的・継続的な一連のパッケージやプ

ログラムを作成する。 
→各支援機関の機能、役割の明確化、雇用までのステップアップの手法の整理が必要。 
③住まい等に関する行政サービス対象層の拡充（非正規シングル女性を含む若年単身者）の検討

・非正規シングル女性を行政サービスの対象として認識し、支援（住宅など）の対象者層の拡充を議

論する。 
Ex.住宅確保要配慮者（現行は高齢者、障害者、子育て世帯）の対象の拡充、家賃補助、公営住宅の
優先入居、シェアハウスなど 

→居住支援協議会での課題の共有が必要。 

〔視点 2〕すべての非正規シングル女性を社会全体で支えるための環境整備 
課題：当事者間（雇用する側と雇用される側）の意識のズレ、非正規シングル女性の立場や生き方が

社会的に共有されにくい 
〔施策 2〕非正規シングル女性を支えるための多様な主体の協働による環境の整備 
（取り組み例） 
①非正規シングル女性本人からの発信の機会づくり

・男女共同参画センターや各若者支援機関が協働して年齢別・収入別・家族形態別などのきめ細かく

ターゲット層を設定した講座を実施し、加えて個々の抱える課題やニーズなど、実態を把握する機

会とする。 
・居場所・交流の場づくり 
②家族への意識啓発

・男女共同参画センターや各若者支援機関が協働して、社会状況や経済状況に対する正しい認識、理

解を深めてもらうため、家族を対象とした講座を開催する。 
・講座をきっかけとして、家族が地域社会と繋がる機会としてもらう。 
③企業とのマッチング機会の提供、企業に対する意識啓発

・男女共同参画センターや各若者支援機関が協働して、当事者と企業、または両者を対象とした講座

（コーディネート、情報収集など）を開催し、マッチングや相談会へと発展させる。 
・各種講座への参加をきっかけとして、上記のパッケージやプログラムにつなげたり、講座を含めた

プログラムなどに発展させていう。 
・講座をきっかけとして、地元商店街や中小企業への働きかけを行う。 
④大学・支援機関との共同研究による実態把握や大規模調査

・大学や研究機関、支援機関の共同により、「非正規シングル女性（不本意）」に関する大規模調査や
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実態把握、研究を行う。 
・高校や大学でのライフデザイン教育の効果について検証し、研究結果を持って大学や高校に働きか

ける。 
⑤地域へのアウトリーチ、意識啓発 
・自治体が積極的に地域に入り、非正規シングル女性の問題を地域課題として認識してもらう。 
・町会・自治会主催のイベントや講座で「非正規シングル女性」を対象としたものを開催してもらう

など、非正規シングル女性の地域参加を促す。 
 

【総括】平成 29年度政策研究塾「非正規シングル女性の貧困」を終えて 

第 2回の政策研究塾を通して、主に 2つのテーマで議論を行った。1点目は非正規シングル女性の問
題がこのまま社会問題化されなかった場合に「中長期的な課題と本人、本人を取り巻く環境がなすべき

こと、課題は何か」、2 点目は、「行政課題や地域課題として問題を共有するために地域社会や基礎自治
体がなすべきこと、課題は何か」である。 
今後、社会政策・労働政策から非正規シングル女性を排除し続ければ、将来的なわが国の人的資源の

損失、行政コストの増大を招くことは明らかである。「性別役割分業観」が「短時間労働者に対する差

別意識を生み出している」という事実を課題として認識し、非正規雇用の低賃金や不安定雇用、処遇、

社会保障制度の改善など、女性の能力が正当に評価される社会の構築が急がれることはいうまでもない。 
それとともに、結婚や出産以外の想定外のライフコースを歩んだ場合にどのような社会的条件で生活

することになるのかについて社会的なイメージの形成ができていないこと、また非正規シングル女性の

生き方や立場が理解されにくいことが、本人たちの発信の機会を奪い、社会問題化を妨げていること、

そこに自治体としての役割を見出すことができたように思う。 
地域にいる非正規シングル女性の問題を意識化し、施策へと結びつけたり、多様な主体を巻き込んで

女性を支えるための環境整備を行うこと、これこそが自治体の役割なのではないか。 
いずれにしても、正規職員への転換を希望し、勤労意欲が高い女性に対して、「非正規シングル女性」

という名称それ自体がある種のスティグマとならないよう、また本人の自尊感情を傷つけないよう、慎

重に支援していく必要がある。 
今回の議論の中で、問題意識の共有がなされなければ行政課題にすらならない。当然のことではある

が再認識させられた。さらに問題意識を共有するにあたってのせたがや自治政策研究所の役割や取り組

むべきことについて、改めて考える機会となった。 
また、このような議論においては自治体の政策に関する議論が主となることが多い中で、今回「本人」

「家族、雇用者」がなすべきことについて議論できたことは貴重な機会となった。 
  

― 177 ―



 
 

【資料】政策研究塾（第 1～2回）参加職員からの主な意見 

 

第1回政策研究塾（2017年8月31日実施） 

このまま貧困化リスクの高い若年女性（20～30代）の非正規雇用が社会問題化されることがない場合、

今後中長期的に本人や社会にとってどのようなことが課題となるか。 

ア）本人にとっての中長期的な課題 

・キャリアが積めない、研修機会がない 

・長時間労働にならざるをえない 

・結婚市場からの排除 

・モチベーションの低下 

・介護等による失職のリスク 

・本意非正規の女性とは連帯感を持ち難く、問題意識が共有できない 

・健康・メンタル等 

・行政サービスの対象となりにくい 

・家族関係の悪化 

 

イ）社会にとっての中長期的な課題、不利益 

・行政コストの拡大 

・わが国の将来的な人的資源の損失、経済成長率の低下 

・労働環境が整備されなければ、外国人労働者にも労働市場として選択されない 

・少子化、未婚化がさらに進行する 

・地域への定住性がなくなる 

 

非正規の若年女性が貧困リスクを抱える中で、若年女性の自立の阻害要因となる社会状況を改善・補

完するために、本人や本人を取り巻く環境（家族、雇用者など）が成すべきことはなにか（その策を

実施したら何が変わるのかも含めて）。 

ア）本人がなすべきこと 

・自尊感情、自己肯定感を高める 

・同じ立場の仲間と協働し、「生きやすい社会」がどのような社会かを発信していく 

 

イ）本人を取り巻く環境（雇用者やメディア）がなすべきこと 

・非正規雇用に対するプラスのイメージづくり 

・メンタルケア 

・「人材」の重要性に対する共通認識をもつ 

 

ウ）家族（親）がなすべきこと 

・社会状況や経済状況に対する正しい認識をもつ、理解を深める 

・相談相手や精神的なケア、各種支援など 
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第2回政策研究塾（2017年9月15日） 

地域社会（民間の支援機関、企業、ＮＰＯ、大学・研究機関等。行政を除く）で非正規シングル女性

（20～30代）の問題を意識化し、社会的な問題として共有していくためには、どのようなことが課題

となるか 

ア）地域社会で問題を共有する場合の課題 

・当事者間（雇用される側と雇用する側）の意識のズレ 

・住宅確保困難者の対象として認識されていない 

・非正規若年シングル女性の立場や生き方が社会的に共有されにくい 

・社会政策、労働政策において、非正規シングル女性を対象とした政策がない。 

 

イ）基礎自治体が問題を共有化するにあたっての課題、なすべきこと 

・そもそも非正規シングル女性に対する認識がない。行政課題にすらならない 

・縦割り行政の弊害（国―省庁、区―部） 

・企業や区民に対する意識啓発の仕組みやノウハウがない 

・申請主義 

・コーディネート力が弱い 

・総合相談窓口がない 

・町会・自治体を超えた地域づくりが困難 

・継続的・安定的にパートナーとなってもらえる支援機関を得られていない 

 

地域社会や基礎自治体が問題を共有化するにあたっての課題、なすべきこと 

ア）地域社会がなすべきこと 

・地域見守りの対象とする 

・地元商店街や中小企業を対象とした仕事のマッチング 

・大学・支援機関との共同研究による実態把握や大規模調査 

・支援機関による「場づくり」 

・町会・自治体を超えた「地域づくり」 

・早期からのライフデザイン教育 

 

イ）基礎自治体がなすべきこと 

・せたがや自治政策研究所からの情報発信 

・居住支援協議会の実質化 

・国や都に対する主張・働きかけ 

・ライフデザインに関する早期教育 

・企業、区民に対する意識啓発 

・非正規シングル女性本人からの発信の機会 

・政策形成の場への女性参画 
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４ 学会への参加 

せたがや自治政策研究所が会員として参加している自治体学会では、毎年ポスターセッションに出展

している。今回は、平成 28年度に行った無作為標本調査「家族・結婚・ライフスタイルに関する調査」
の結果をパネルに掲示して報告した。会場では、平成 28 年度に発行した『せたがや自治政策』、『都市
社会研究』を配布し、他のポスターセッション参加者との意見交換を行った。 
なお、自治体学会以外の学会についても、政策研究の参考となる情報を収集するため、関連する分野

の学会に参加した。（参加学会：日本行政学会、日本家族社会学会、日本都市社会学会） 
 

自治体学会ポスターセッション報告内容（抜粋） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

説明要旨 
全国的な傾向と同様に、世田谷区でも家族・世帯は変化してきている。特に顕著なのは単身世

帯の増加と高年齢化である。行政が想定している「標準的な」世帯はすでに多数ではなくなって

いるのではないか、このような問題意識が調査の出発点となっている。 
世田谷区民の家族の状況や家族観・結婚観を把握するため、平成 28年度に無作為標本調査「家

族・結婚・ライフスタイルに関する調査」を実施した。この調査は 30～40代を対象にしている
が、集計結果からは同じ世代の人達においても、家族の状況が多様であることが分かった。また、

それと関連して、居住形態、所得分布、地域活動への参加などに相違が見られることが分かった。

家族観・結婚観の集計結果からは、結婚希望や理想子ども数では現状を希望との間に差が見られ

た。（本調査の詳細は、『せたがや自治政策 Vol.9』に掲載。） 
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５ 都市社会研究 

 自治・協働のさらなる発展を目指すとともに、区民の主体的な地

域活動を全国に発信し、加えて幅広い分野の研究者や地域活動に取

り組む住民との研究交流を通じて、区の政策形成の基盤づくりを図

ることを目的に学術機関誌「都市社会研究」を平成 20 年度より発
行している。 
 10 号の特集テーマは「ダイバーシティと共生社会にむけて」と

して、テーマに造詣が深い有識者の論文を6本、公募の論文は3本、
研究ノートは2本を査読の結果掲載し、活動報告は1本を掲載した。 
 掲載論文等に関しては、世田谷区ホームページに掲載をしている。 
  
 
 
 
 

都市社会研究 2018（第 10 号） 掲載論文等一覧 

執筆者 論文タイトル 

特集論文「ダイバーシティと共生社会にむけて」 

江原 由美子 ダイバーシティとは何か？ 

大槻 茂実  多文化共生社会に向けて 

平 雅夫 発達障害児支援の今、そして未来へ 

杉原 陽子 都市における高齢者のセルフ・ネグレクト 

久保田 裕之 パートナーシップの多様性と段階性 

大谷 基道 多様化する自治体職員 

論文 

河原 秀行 〈地元〉を特定する権力 
斎藤 嘉孝 
梅崎 修 
田澤 実 

青年期キャリアの地域移動における、きょうだい出生順による 
現代的制約 

鈴木 洋昌 臨時財政対策債の自治体の行財政運営への影響 

研究ノート 
宮本 千穂 
奥津 洋平 

再生可能エネルギーを通じた自治体間連携 

蓮實 憲太 行政計画を議決事件として追加することに関する一考察 

活動報告 
世田谷区立 
男女共同参画センター 
らぷらす 

困難な状況にあるシングル女性への支援事業 

 

「都市社会研究」表紙 
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６ 政策立案支援 

（１）政策立案支援の概要 

 せたがや自治政策研究所における政策立案支援は、研究所が行う調査・政策研究の成果、蓄積した情

報、人材のネットワークなどを活用し、所管課の政策形成過程における課題等の解決に対して支援を行

うことを目的としている。 
 
共同研究による支援 

１.短期集中型の共同研究による支援 

   所管課において問題が本格化する以前の段階での問題意識に関し、事象の本質的理解や区の政策

の方向性を探る手がかりとしてもらうことを目的とした、萌芽的な研究である。期間を区切って集

中的に取組む短期集中型の共同研究である。 
２.通年型の共同研究による支援 

具体的な計画策定に向けた前年度の事前調査・分析など、今後の施策展開に資するための基礎的

な調査研究であり、通年型の共同研究である。 
 

情報・データを活用した支援 

３.所管課アンケート調査・データ分析等の支援 

 所管課が今後実施するアンケートにかかわる調査票の作成や、保有するアンケートなどの調査デ

ータの分析・考察等を共同で行う。 
４.研究所保有の情報・データを活用した支援等 

   研究所が保有するデータ等に関して、所管課の要望に応じて資料作成などを行う。具体的には、

地域特性の析出研究の成果を活用した、職場内研修の資料作成や出張講師、政策形成過程における

PT等への資料提供などを行う。 
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（２）事例紹介――区民の食生活状況のデータ分析 

本年度は、「情報・データを活用した支援」のうち、所管課アンケート調査・データ分析等の支援と

して、「区民の食生活状況のデータ分析」について政策立案支援を行った。 
 
①経緯 
健康せたがやプラン（第二次）では、「食育の推進」を重点施策の一つとして位置付けており、平

成 29 年度に策定した健康せたがやプラン（第二次）後期計画においてより効果的に食生活からの健
康づくりに取り組み、区民一人ひとりの健康の保持・増進、ひいては健康寿命の延伸につなげていく

必要がある。 
  そこで、具体的な食生活改善に向けた取組みの方向性の検討材料とするため、統計解析ソフト（以

下、「SPSS＊」という）を利用し、平成 27 年 7 月より導入した BDHQ（簡易型自記式食事歴法質問
票）による区民の食生活状況のデータ分析を行えないかと世田谷保健所健康推進課より依頼があった。 

 

②支援の方法 

  今回の事例に関しては、健康推進課・健康づくり課健康プラン担当栄養士、衛生学分野の学識経験

者で開催するデータ分析ワーキングにて、データ分析にあたりどの項目に着目すべきか等の検討をし

ており、せたがや自治政策研究所では主にデータの取扱い方や SPSSの操作の仕方を助言するといっ
た技術的な支援を行った。 

 
今回は BDHQを始めとし、区民健診の血液データ等の複数のデータを使用し、それらを突合させ、

年代・性別の食習慣の特徴や生活習慣病等との関連（例：朝食欠食者は就寝時間が遅く、栄養摂取量

も少ない）を見出すことを行った。 
 
  支援の流れは下図のとおりである。まず、０ SPSS を使用して分析を始める前に、使用するデー

タを SPSSでの処理に適した形に整理する作業を所管課とともに行った。データの整理および結合が
完了した後に、１ SPSSを使用して具体的なデータの分析を行う際の方法を助言し、２ 健康推進課

が１で判明したことをデータ分析ワーキングにて報告、それを受け次回作業内容を検討していた。こ

の１～２を繰り返し、より施策に資するデータを得ることと SPSS操作のスキルアップを図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊ SPSSとは、正式名称 Statistical Package for Social Science という。統計解析ソフトのひとつで、社会

学・政治学の分野で最もよく利用されている。 

月１回、計５回開催 

０ データの 

  整理・結合 

１ データの分析 

 
 

 

２ ワーキング 

・データ分析結果報告 

・次回作業内容検討 
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③成果 

 データ分析から食事の欠食の有無と栄養摂取状況の関連を新しく読み取ることができた。詳細な分

析結果は「平成 28 年度 BDHQ（簡易型自記式食事歴法質問票）結果概要報告書（平成 30 年 4 月発
行）」にて公開している。 

 

④所管課意見 

  健康推進課からは、「今回のように容量の大きなデータを Excel で分析する場合、数式や関数を使
用すると操作が重くなってしまう。そのため、データをいくつかに分割して保存する必要があり、デ

ータ管理が大変であった。また、検定を行うためのデータをグループ化する必要があり、データの再

構築などに時間を要し、手作業を増やすことでヒューマンエラーも懸念された。一方、SPSS ではク
ロス集計や検定作業などはシンタックスとして保存しておくだけで瞬時にでき、データを重複して保

存する必要や、増大することなく元データのみで処理ができた。効率的かつ効果的なデータ処理を考

えると SPSSでの活用は有効であった」との意見が得られた。 
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